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先般行なわれた、第21回参議院選挙につきましては、障害関係者もこれまでに増して強い関心をもって投票結果を見守っていました。そして、その結果は、この国の障害者施策を含む社会保障・社会福祉政策に新たな可能性を期待させるものとなりました。
さて、障害者自立支援法（以下、自立支援法）が施行されて１年４ヵ月余が経ちました。この法律につきましては、成立以前より、当事者をはじめ多くの関係者から、決定的な欠陥や問題点を指摘してきましたが、施行後の今、それらが次々と現実のものとなっています。

わけても、応益負担制度への切り替えは障害のある人びとの現在の生活と未来に筆舌に尽くし難い不安を持ち込み、他方、各種事業に対する運営費の激減は支援体制に急速な変質と疲弊をもたらしています。また、応益負担制度や地域生活事業等に関して、地方自治体の対応は不揃いで、結果的に相当な自治体間隔差が生じています。

周知のとおり、昨年12月には国連総会にて障害者権利条約が採択されました。そこに込められた精神や示されている政策目標と見比べても、自立支援法がこれとは逆の方向を向いていることは明らかです。このままでは、国際的な失笑をかうことになるのではないでしょうか。

以上の認識に立って、自立支援法につきましては、これを解体的に見直すことを切に要望するものです。とは言え、施行に移されている現時点にあって無用な混乱は避けなければならず、当面は、下記の諸点を中心に緊急の修復策を要望します。今月下旬にも召集が予定されている臨時国会において、これに関する改正法案を貴党における優先課題とされますよう心からお願いいたします。

記

1、 福祉施策・医療施策における「応益負担制度」については、速やかにこれを中止していただきたい。

2、 支援体制の強化という観点から、各種事業の運営費基準額の大幅な引き上げを図る必要がある。具体的には、日額支払い制度を月額支払い制度に戻すことであり、支援スタッフの報酬単価に改善を加えていただきたい。

3、 限度を超えた自治体間格差を防ぎ、また地域生活支援策を安定かつ強化する観点から、地域生活支援事業（コミュニケーション支援事業や移動支援事業、地域活動支援センター等）については、その経費の二分の一を国が負担する仕組みに改めていただきたい。

4、 精神障害者の社会的入院問題の解消については、予想以上に進展がみられず、特別な強化策が求められる。これとの関係で導入が図られた「精神障害者退院支援施設」については、真の退院促進策とは認め難く、即時中止していただきたい。

5、 以上の緊急策と並行して、障害者自立支援法のあり方を含めた障害保健福祉政策並びに就労政策等についての全体的かつ根本的な問い直しの作業が求められるが、貴党においてそのための特別体制をとっていただきたい。また、国会内に必要な協議体を設けるよう与党等との調整を図っていただきたい。
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